
 

 

ワンストップ執行手続とは 

１ 概要 

令和８年４月１日施行の「民法等の一部を改正する法律」（令和６年法律第３３

号）により改正された民事執行法では、養育費等を請求債権とする民事執行の申立

ての負担を軽減する目的で、財産開示手続、給与債権に係る第三者からの情報取得

手続、これらの手続により明らかになった給与債権の差押手続を１回の申立てによ

り連続的に行うことができる仕組み（法１６７条の１７第１項。この仕組みに係る

手続をここでは「ワンストップ執行手続」といいます。）が導入されました。 

２ 手続の対象と効果 

ワンストップ執行手続の対象となるのは、①法１５１条の２第１項各号に掲げる

義務（（養育費、姻費費等等）に係る請求権を請求債権として、②執行力のある債務

名義又は子の監護の費等に係る一般の先取特権のいずれか（又はその両方）に基づ

き、③財産開示手続の申立て又は給与債権に係る第三者からの情報取得手続の申立

て（以下（「財産開示手続等」といいます。）をした場合です（（法１６７条の１７第１

項、１９３条２項により準等する場合を含みます。）。この申立てがあった場合には、

申立ての際に反対の意思表示をしない限り、財産開示手続等の申立てと同時に、債

務者等が開示した給与債権又は第三者から提供された情報に係る債務者の給与債

権（法２０６条１項各号に規定する債権をいいます。）に対する差押命令の申立て

をしたものとみなされます（法１６７条の１７第１項）。 

３ 手続の流れ 

(1)（財産開示手続を選択した場合（フロー図１） 

   財産開示裁判所は、ワンストップ執行手続に係る財産開示手続の申立て（法１

６７条の１７第１項１号）（フロー図１①）があると、通常の財産開示手続と同

様に、法１９７条１項又は同２項の要件を審査し、当該要件を充足すると判断し

た場合には、財産開示手続の実施決定をします（フロー図１②）。財産開示手続

の実施決定が確定すると、財産開示裁判所は、財産開示期日を指定して債務者等

を呼び出すとともに債務者等に財産目録の提出を求め（フロー図１③）、債務者

等から提出された財産目録の記載や財産開示期日における陳述を踏まえて、債務

者等がその「財産を開示しなかつたとき」（法１６７条の１７第２項）に該当す

るか否かを審査します（フロー図１④）。この「開示」に該当するか否かは、財

産が執行可能な程度に特定されていることを考慮して判断されます。財産開示裁

判所が（「財産を開示しなかつたとき」に該当しない（（財産の開示があった）と判

断した場合、開示された財産に給与債権が含まれていれば、財産開示裁判所の裁

判所書記官は、差押命令裁判所の裁判所書記官に対して、財産開示手続の結果を

通知します（（フロー図１⑦）が、開示された財産に給与債権が含まれていなけれ



 

 

ば、差押命令の申立てがされたものとみなされる差押債権が存在しないことにな

るため、手続は終了します（フロー図１⑤）。他方、財産開示裁判所は、債務者

等がその（「財産を開示しなかつたとき」に該当すると判断した場合には、債権者

が別段の意思を表示しない限り、市町村（特別区も含む。）に対し、情報提供命

令を発令します（（法１６７条の１７第２項）（フロー図１⑥）。そして、情報提供

命令を受けた市町村から提供された情報により給与債権が明らかになった場合

は、財産開示裁判所の裁判所書記官は、差押命令裁判所の裁判所書記官に対して、

市町村から提供された情報を通知します（フロー図１⑦）。他方で、情報提供命

令を受けた市町村に情報がなく、給与債権について全く明らかにならなかった場

合は、手続は終了します（フロー図１⑧）。 

   差押命令裁判所は、財産開示裁判所から通知された給与債権が、通常の差押命

令手続と同様に特定されているか否かを審査し（フロー図１⑨）、特定されてい

ないと判断した場合には、債権者に対して、相当の期間を定め、その期間内に差

し押さえるべき債権を特定するために必要な事項の申出をすべきことを命ずる

ことができます（（申出命令。法１６７条の１７第６項）（フロー図１⑩）。申出命

令を受けた債権者がその相当の期間内に差し押さえるべき債権を特定するため

に必要な事項の申出（特定申出）をして（フロー図１⑪）、特定申出によって差

し押さえるべき給与債権が特定された場合は、差押命令裁判所は、当該給与債権

につき差押命令を発令し（フロー図１⑬）、不特定の場合は、差押命令申立てを

却下する旨の決定をします（フロー図１⑭）。なお、相当の期間のうちに債権者

が特定申出をしない場合（フロー図１⑫）には、差押命令申立ての取下げが擬制

されます（フロー図１⑮）。 

 (2)（情報取得手続を選択した場合（フロー図２） 

   情報取得裁判所は、第三者からの情報取得手続の申立て（（法１６７条の１７第

１項２号）（フロー図２①）があると、通常の給与債権に係る第三者からの情報

取得手続と同様に、財産開示手続の前置の上（法２０６条３項、２０５条２項参

照）、法２０６条１項又は同２項の要件を審査し、当該要件を充足すると判断し

た場合、市町村（ 年金機構等に対する情報提供命令を発令します（（フロー図２②）。

情報取得裁判所の裁判所書記官は、差押命令裁判所の裁判所書記官に対して、情

報提供命令を受けた市町村（ 年金機構等からその情報が提供された給与債権につ

いて結果通知をします（フロー図２③）。 

   結果通知の後の手続の流れは、上記(1)と同様です。情報提供命令を受けた市

町村（ 年金機構等に情報がなく、給与債権について全く明らかにならなかった場

合、差押命令の申立てをしたものとみなされる差押債権が存在しないことになる

ため、手続は終了します（フロー図２④）。（ 



 

 

フロー図１（ワンストップ執行手続に係る財産開示手続及び差押命令手続）
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（注１）

（注２）

注２ 給与債権以外の財産が「開示」されず、給
与債権について財産開示期日による陳述及び提
出された財産目録の記載によって「開示」に至らな
い程度の何らかの情報が明らかになった場合も含
まれる。

 



 

 

フロー図２（ワンストップ執行手続に係る第三者からの情報取得手続及び差押命令手続）
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